アカデミアにおける男女共同参画の進捗をはばむのは何か by 小松  加代子
51 
アカデミアにおける男女共同参画の進捗をはばむのは何か 
 
小 松  加 代 子 
 
Abstract. This paper aims to analyze and redress the male dominant structure, gender 
blindness, and institutional androcentrism that are built-in to the religious studies community 
in Japan. The debate concerning the introduction of a quota system to an association in Japan 
should serve as an illustrative example of the characteristics of scholarly association's attitude 
toward gender.  
We need to recognize that the scholarly world, which has been termed neutral with regard 
to political and intellectual authority, contains deep-rooted sexism. In addition, we also need 
to realize that the coexistence of diversity of genders contributes to the improvement of 
scholarship itself. 
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はじめに 
政府の男女共同参画推進本部は 2003 年に、「2020 年までに指導的地位に女性が占める割合が
少なくとも 30%程度となることを目指す」という方針を出し、そのためのポジティブ・アクションの推進を
奨励した。しかし学術分野においては、それに対応する取り組みは遅れている。2008 年に日本学術
会議の科学者委員会・男女共同参画分科会から出された提言「学術分野における男女共同参画促
進のために」では、学術分野での女性研究者比率が 2007 年度現在で 12.4％にすぎず、世界的に見
ても極めて不十分であると指摘している。 
こうした提言においては、分野間での違いが際立っているとして自然科学系の分野における女性
研究者の比率の低さが指摘され、全体目標を下回る 25%の数値目標をかかげることとなっている。こ
うした指摘に対して平成 15 年 10 月に理工系の学術学会・協会の連合団体である「男女共同参画学
協会連絡会」が設立され、またそれぞれの理工系の学会において男女共同参画委員会ができるなど、
理工系学会では新しい動きが見られる。その一方で、人文系においてもともと女性研究者の割合が
低かった分野では、女性研究者の多い他の分野の陰に隠れ、男女共同参画推進という認識が共有
されないまま、以前とあまり変わっていない状況が継続している。 
日本学術会議において、学術研究に関わる意思決定の場のジェンダー構成の課題を取り上げた
原ひろ子は、「女性研究者を男性研究者の中に＜入れてほしい＞、＜入れてあげよう＞とういう＜女
性研究者の地位向上必要論＞から＜男女研究者が共存し、協力することが、学術の向上そのものに
資する＞という立場をとる人々が」見られるようになってきたと述べている１。しかしながら、多様なジェ
ンダーの共存が学術の向上そのものに資するという認識に至ることは実際には非常に難しい。その困
難さがどこにあるかを、ひとつの例として宗教研究に関連するある学会におけるクオータ制導入をめ
ぐる議論に見ることができるだろう。 
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1．宗教関連の研究者の女性比 
日本学術会議登録学術研究団体における女性会員・役員・学会誌編集委員の動向によると、第１
部（文学・哲学・教育学・心理学・社会学・史学）の女性会員比率は、調査期間の 1999 年以降４年間
で高くなっている（2002 年度 34.7%）。宗教研究に関わる学会の中でも多数の参加者を持つ 2 つの
学会である「日本宗教学会」、「宗教と社会学会」はともにこの第 1 部に所属するわけだが、どちらも会
員の性別を調べておらず、この調査には回答を寄せていない。学術会議の提言「学術分野における
男女共同参画促進のために」では、学協会及び科学者コミュニティに対する提言として、「学術分野
における男女共同参画推進の意義を認識し、状況改善のための取り組みを進めること」としているが、
女性会員の比率をつかんでいない学会では、そうした状況認識が遅れていることがうかがえる。第 1
部の他の学会と比べて、この学会は特別女性比率が高いわけでも低いわけでもない。そうした位置に
ある学会である。 
宗教に関わる研究をしている女性と職業との関連を見てみると、女性が大学教員という職に就くこと
の厳しさが見えてくる。大正大学の藤原聖子氏を中心に行われた「大学教育としての宗教学」の調査
において、大学で教えられている宗教に関連する授業数を見ると、その現実の男女差は明確である。
宗教関連授業数の変化を平成 4 年から 14 年にかけて調べると、教養課程（89%増）、専門課程（38%
増）、大学院（32%増）のすべてにおいて、大幅に増えていることがわかる。しかしながら、その数字と
反比例するかのように、そうした宗教関連授業の担当者の男女比を見ると、大学院の専門を例外とし
て女性担当者の比率が減少していることがわかる２。 
 
大学で宗教学を担当する教員の男女比 
 平成４年 平成 14 年
学 部 教 養 10.2% 8.9% 
学 部 専 門 8.8% 6.2% 
大学院共通 0% 0% 
大学院専門 0.6% 3.9% 
 
授業数が増えているにもかかわらず、女性担当者が増えていないということは、大学における宗教
学関連の授業を担当する職に女性が就くことの困難さを表しているとも言うことが出来るだろう。こうし
た女性が大学での職を見つけにくい現状と並行して、宗教関連の学会では、学会役員の女性比率も
低い。 
宗教をめぐる研究者の集まりである「日本宗教学会」の役員では、2010 年 9 月現在、常務理事は
29 人中女性 3 人（10%）、理事は 74 人中女性 7 人（9%）となっている。また「宗教と社会」学会の常任
委員における女性の割合は、20%を上限としてそれ以下にとどまっている。「宗教と社会」学会の創立
から現在までの平均は 17％である。なお、2008 年の会員全体における女性会員比は 26%である。 
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「宗教と社会」学会常任委員会女性比率（1993～2009 年度） 
 93 年 95 年 97 年 99 年 01 年 03 年 05 年 07 年 09 年 
総 数 14 15 15 15 15 14 15 15 15 
女性委員 2 2 3 3 3 1 3 3 3 
女性比率 14% 13% 20% 20% 20% 7% 20% 20% 20% 
 
宗教学関連の授業を女性が受け持つ数が少ない理由としては、特定の宗教団体の設立した大学
での就職には条件がかけられていることなども関係しているが、それ以外にも問題が見られる。学会
においては、男女共同参画が議題に上ることは滅多になく、それは女性研究者を増やそう、または女
性研究者が男性同様に能力を発揮できるようにしようという取り組みに目がむけられていないことを意
味する。そこには、研究において多様なジェンダーの共存が学術の向上そのものに資するという共通
認識がないように見える。その一例として、「宗教と社会」学会の議論を取り上げてみたい。 
 
２．クオータ制への抵抗 
女性研究者の割合を増やすための方策の一つとして、ポジティブ・アクションがあり、2003 年の政
府の男女共同参画推進本部から出された方針においても、その推進が奨励されている。 
「宗教と社会」学会において、ポジティブ・アクションが議題となったことがある。この学会の運営機
関であり役員会である常任委員会において、学会役員における女性比率を上げるためポジティブ・ア
クションの一形態として、役員の選抜におけるクオータ制の導入が提案された。常任委員会でその提
案に関する議論が数回行われ、その過程で、クオータ制そのものについては導入反対、その代わり、
男女共同参画という語彙を学会規約に入れるという案が浮上した。 
このときの常任委員会におけるクオータ制の導入についての議論に、この学会におけるジェンダー
に対する態度のいくつかの特徴を見ることができる。まずは、明確に反対と主張するわけではないが、
実態に即さないのではないかという意見である。それは例えば、「女性は仕事をしない、仕事を断る」、
あるいは一部の男性からの「自分たちはやりたくてやっているわけではない。やってくれるなら、すぐ
にでも譲りたい。」「実際にはやりたい女性はいないのではないか」といったものである。女性が仕事を
断る、役員になりたい女性がいないという実態から、女性を優遇するクオータ制には反対という立場で
ある。 
確かに女性が役員になりたがっていないという事実はある。しかし、そこには女性が仕事を避けて
いるということとは別の理由がありそうである。たとえば、女性が役員として入ってすぐに求められる仕
事ができるのかというと難しい。というのも、まずどんな仕事があるのかが明確になっていないからであ
る。仕事内容、学会の構造など、基本的な情報が明文化されておらず、学会創設に関わった人たち
から口伝えに送られている、つまり情報の伝達が、中心部にいる男性たちの記憶に依存している傾向
が強いのである。また、そうした情報の伝達が、個人的な場、あるいは飲み会といった、会議の席以外
の場所で行われることも多い。したがって、一部の人たちは情報を共有し仕事の流れを理解している
54 
が、そうした場に接していない者にはその情報を受ける場所がないということでもある。その点で、その
人脈に属していない、あるいは飲み会の場に参加を望まない女性たちは情報から取り残されることが
多い。 
また、この学会の運営については、その創設時から運営を担ってきたという人々にその自負が強く、
途中からの参加者は、どうしても新参者といった印象をもって見られがちである。またその運営に関わ
るために、常任委員の連続就任は２期までとなっているのだが、創立から９期を経て、５回以上常任委
員に就任している人たちがいることからも、運営の連続性を保つことが重視されてきたことが分かる３。
こうした点からも、この学会が人脈で集う男性たちのホモソーシャルな集まりという傾向を強く持ってい
るとみることができるだろう。 
このように直接女性差別をしているわけではないのだが、結果として女性が入りにくい状況になっ
ていることは確かである。したがって、女性が仕事をしない、したがらないから女性が少ない、という議
論には、大いに検討の余地が残されている。 
 
３．ジェンダー化を阻むものは何か 
「女性が仕事をしない」といった言述は、女性研究者を積極的に採用しない理由として挙げられや
すい。しかし上記に述べたように、慣習的に伝達されている情報は個人的な関係に限られることが多
く、そうしたコネの中に含まれにくい女性には情報が伝達されにくく、従って仕事を理解していないこと
から積極的に仕事をしようとしていないかのように見えるという状況がある。これはジェンダー・バイアス
のひとつと考えることができるだろう。 
同じように、女性が研究者になれないというよりは、ならないのだと考える傾向が男性に見られること
は知られている。文部科学省による「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」（平成 17 年度）に
よれば、女性研究者が少ない理由について、男女ともに「出産、育児、介護等の家庭の事情」をあげ
ているのだが、２番目の理由として男性があげているのは、女性が２、３番目の理由にあげている「評
価、昇進、処遇において女性が不利な状況にある」や「時間外労働などの勤務時間や勤務形態の特
殊性」といった項目をはるかに越えて、「研究者を志す女性が少ない」というものであった。ここには、
女性が入りにくい差別的な状況を原因として見るのではなく、女性研究者が少ないという結果から単
純に、もともと志す女性が少ないのだ、と決めつけ、女性側の問題へとすり替えていく男性側の傾向
を見て取ることができる４。 
これは上記の例における、学会の役員の職を男性はやりたくてやっているのではないが、女性がや
りたがらないから仕方がないのだ、という言述と一致する。つまり、なぜ女性が役員に少ないのか、役
員を希望しないのか、という理由を検討する前に、女性自身がやりたがらないのだとみなすことによっ
て、女性自身の問題として押し付け、学会の問題として取り上げる必要性に気付かずにすませてし
まっているのである。 
さらに、もう一つ、女性が役員になりにくい要因がある。学会の主要な活動のひとつとして学術大会
の開催があげられる。その際常務委員の仕事として、学術大会の開催校を決め、その内容を決定す
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ることがある。しかしながら、学会に所属している女性の中で、学術大会を開催できるような、専門の大
学院生を持つような大学に所属している人は少ない。その結果として、このことも女性が仕事をしない
という判断に含め入れられてしまうとすれば、本末転倒と言わざるを得ない。 
ここには、女性にとって不利な状況が積み重ねられていく構造を明確に見ることができる。まず、女
性は研究職で生活していこうという気はもともとないといった見方から男性優先に職を斡旋しがちな傾
向があるため、女性は大学における専任教員としての職を手にすることは難しい５。加えて、幸運にも
大学での専任職を手に入れたとしても、次のような不利な状況が存在する６。学士課程教育のみを担
当しているのは、女性教員が多く、女性教員の方が、学部の授業の負担が多い。全入時代の到来に
よる初年次教育など教員の負担が増えているが、その影響は、そうした状況に置かれている女性教
員により重くのしかかる。実際に教育と関連する FD への関心は男性教員よりも女性教員に大きい。男
性教員は、大学院での授業を受け持つことが多く、その点で授業と自分の研究との関連性をつけや
すい。そして、男性教員の方が、外部資金を得やすいといった事実がある。こうしたことは、さらに女性
教員の評価を低くさせる要因となっている。定量的評価がしやすい研究成果は、その明瞭性から昇
進の条件になりやすく、教育および教育能力は定量化しにくいため正当な評価がきわめて難しい。し
たがって、教育活動の比重が本人の意思とは別に課されやすい女性教員に対しては、適切な評価が
下されにくい状況が存在している。ますます負担の増えていく学士課程教育活動と、研究に費やす
エネルギーの調整との間で葛藤している女性教員が、男性並みの研究志向をめざそうとすればする
ほど、そのストレスは深刻さを増していく。 
こうした負の連鎖が女性に対して作用している状況を考察することなく、女性が仕事をしないといっ
た単純な解釈で女性側のみに責を負わせる考え方には大きな問題があることを認識する必要がある
だろう。 
 
４．政治性への嫌悪 
原ひろ子と同様に、日本学術会議において意思決定の場のジェンダー構成を取り上げた舘は、
「『学術の創成』には、ジェンダーの視点に立った各学問研究の『知』の組み換えを確実に進め、学術
体制のジェンダー・バイアスを是正していくことが不可欠である」という認識を重視している７。一方、上
記のクオータ制をめぐる議論の他に、宗教関連の研究者の中では、そうした認識が弱いということを示
す例がある。 
クオータ制に対する反対の直接的な意見として出てきたのは、女性が仕事をしない、女性はしたく
ないのだ、というような一部男性の一方的な見方が多かった。しかし他方で、表には出ないが、「フェミ
ニズムは政治的過ぎる」「フェミニズムに関わりたくない」といった傾向があることは否めない。 
実際に、直接的な反対意見として、「この学会は女性を差別していない」と主張し、女性を優遇する
政策は、学会が差別をしていることを肯定していることになるので反対だという人たちもいた。女性を
積極的に役員に迎えるという案が提出されたことから、学会があたかも女性差別をしているという批判
を受けているかのように受け取り、反発を覚える男性がいることが分かる。 
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クオータ制の導入に代わって出された、学会として男女共同参画を推進するという文言を学会規約
に加えるという案についても、いくつかの反対意見が出された。その中には、なぜ女性の問題だけ取
り上げるのか、女性が差別されている事実があるのか、いったい男女共同参画を推進するとは何をす
ることなのか、といった、男女共同参画をうたう意義そのものを疑うものが含まれていた。このように、女
性の訴える男女共同参画の推進というテーマは、政治的であると同時に、感情的なものとしても排除
されがちである。 
これまでの宗教学においては、ジェンダーの視野からのアプローチは、学問的中立性を欠き偏っ
た「還元主義的な研究」と誤解されてきた。宗教を個別の文化や歴史や性別を超越した究極的で普
遍的なもの、と見る視点からは、ジェンダーの視点はあくまでも部分的で偏向したものとみなされてし
まう。このことから、日本の宗教研究において、女性の宗教生活の実証的あるいは記述的な研究は多
いが、ジェンダーの視点を強調した研究は「正統的な宗教研究」に後から付け加えられるだけの二次
的な問題であり、しばしば政治的なプロパガンダをふくんだ感情的なもの、とみなされる傾向があった８。 
なぜ感情的だとされてしまうのか。これには二重の問題が含まれている。宗教という場における女
性の存在に投げかけられる視線の中には、ジェンダー・バイアスが存在しているにもかかわらず、研
究者がこれについて論ずることはきわめて困難である。こうした状況を、川橋・黒木は次のように説明
している。 
 
宗教という場で女性が行為主体であることの理解され難さがある。宗教は本来的に、自己超越的
な関係を通して生まれる新しい共同体を重視したり、より大きな存在への畏敬や服従を強調する。
このため宗教的コンテキストで女性のエイジェンシーを論じようとすれば、個人の自覚的な自己
表現や自律の概念と拮抗するように見えてしまう９。 
 
「自己超越的」「より大きな存在」といった言葉の中には、個人の自律と言ったものをより低い問題と
して取り上げてしまう意味づけが存在し、そのため女性の自律への願望は、より低級な意識とみなさ
れがちなのである。そうした中で、女性研究者もジェンダーを取り上げることを控えることを選ぶ傾向が
あり、女性研究者間の連携もなかなか取りにくくなっている。 
これに加えて、宗教学の学問そのものが抱える普遍性への欲求が存在する。林と磯前は、日本で
は、宗教学が大学の制度上少数派であり、むしろ宗門系・宗教系の大学（仏教、神道など）で自分の
宗教を研究するものが多かったため、宗教学は宗教系大学に対して、いずれの宗派、宗教にも偏ら
ない中立的な自己イメージを作らなければいけなかったという１０。これに加えて川橋は、欧米の宗教
学がキリスト教神学と自己を区別するために独自性を求めたように、日本の宗教学は仏教学・神道学
などの教学と自己を峻別するためにも、ますます「客観性」を重視して、学問としての自己の境界を明
確にするテリトリー化を図ろうとしたため、そのプロセスの中で、ジェンダーのような異質な考え方は排
除されていったと考えられるとしている１１。 
一方で女性の自律という問題は宗教的に低い問題とみなされ、他方で客観性にこだわって研究方
法を確立したいという研究者の意図の中で、ジェンダーは取り残されがちとなっている。 
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クオータをめぐる論議では、｢女性が大学で職を得にくいということは事実だが、学会としては何もで
きない｣という、差別が存在する状況を認識している発言もあった。しかし、それは研究者として関わる
べきものではない、あるいは研究者は無力であるという趣旨の解釈に置き換わってしまっている。そう
した現状を認識しながらも、それを政治的と呼ぶことによって、「研究とは別の事柄だ」「政治と研究は
別物だ」といった主張をする人たちは、普遍的な宗教的概念を研究する学者としての自分の地位の
安全を守ろうとしているかのように映る。 
 
結論 
学術的分野において、女性は感情的で、政治的、そして客観的ではないとみなされる傾向が存在
する。研究者として、政治的だとか非客観的だと批判されることに論じ返すことは容易ではない。この
ステレオタイプは、女性たちが安全を求めて、政治的批判に関心がないふりをするというような、よりリ
スクの低い戦略を取らざるを得ない状況を生み出しており、さらにそれは、研究においても女性一般
に期待される低いレベルを示すことになる。この客観性の罠と呼ばれる状況に陥っている女性も多い。
知的権威として中立だとみなされてきた学問の世界は、深く根付いた性差別をうちに含んでいる。そ
の構造や権威を改革しようとするものは、非客観的であるとか、政治的すぎるとレッテルを貼られること
になる。 
女性と宗教の問題を長く研究してきたＵ．キングは、フェミニズムが訴えたものは、単に宗教団体の
批判・糾弾なのではなく、スピリチュアリティの変革なのだ、と主張する１２。フェミニストの思想は、否定
的な面では、伝統的な宗教やスピリチュアリティが女性を排除し、拒否し、従属化させてきたことに対
して批判し挑戦するのだが、肯定的な面では、それとは異なる、より統合的で世界を肯定し、人生を
肯定する宗教の可能性を求めるのだという１３。 
ジェンダーとは、性別にかかわる差別と権力構造を明示する批判的概念である。ジェンダー理論の
第一人者である上野は、「今日あらゆる分野で、ジェンダーだけで対象を分析することはできないが、
同時にジェンダー抜きで分析することもできなくなった」と指摘している１４。 
女性比率の少ないことが女性の能力発揮を制限してしまう可能性があるという指摘と、男女研究者
が共存し、協力することが、学術の向上そのものに資するという積極的な貢献への提案に対して、そ
れを政治的として現代日本の宗教学が嫌うとすれば、それはまだ客観性のわなに陥ったままの消極
的な宗教学に留まっていると言わざるを得ないだろう。 
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